
第12回　景観地区検討部会

令和４年１１月２日　1４:00～

説明資料



前回会議の振り返りとその対応

〇リゾートプランニング（交通混雑への対策）

車の数自体を減らしていかないといけない

懸念 建築指導要綱の駐車台数を守る建築計
画でも、エリアに流入する台数が増加す
るため、交通混雑が一層深刻？

課題

手法 〇宿泊客への公共交通利用の誘導
〇リゾート内の循環バスの充実
〇従業員専用の乗り合いでの輸送
〇離れた場所に集合駐車場の用意

観光事業者も含めてリゾート全体として
考えていかなければならない

リゾートプランニングに係る今後の動きとし
て、官民連携によるひらふ第１駐車場の
整備と連携した検討

〇無電柱化

意見 　羊蹄の里地区など建物が毎年数件
建ってきており、電柱と電線が増えて
きている。新たに建物を建てる場合に
は、無電柱化を要望

既設の電柱を面的に無電柱化すること
は困難。
一方で、電柱の無い良い街並みにしてい
くためにも、新しい開発に対し無電柱化
を求めることはよい。

〇ローワービレッジ地区の高さ
経緯 道路が狭くて路上駐車などの問題を

解決する手法として、建物に駐車場
を確保する代わりに１層分の高さを
緩和するということではなかったか

・懇談会での地域の方の意見では、
　景観が乱れる方が問題だということ。
・狭い敷地に更に高い建物になると、
　羊蹄山が見えなくなる、道が暗くな
　るなどのデメリット

課題

開発行為の制限条例に盛り込む予定
【P６】

方向性

ローワービレッジ地区の景観形成方針
の「敷地にゆとりをもたせる」「小規模
建築物で構成」を踏まえ、現行の１３ｍ
を維持しつつ、建物内に駐車場を確保

〇保全型エリア等の床面積制限

方向性 ・床面積1,000㎡以下の時に、指定
　容積が200％よりも厳しい容積率
　の設定は厳しいのではないか。
・従業員宿舎などとの複合用途の場
　合の取扱い

・宿泊施設は一律NGだが、審査基
　準を満たすものについてはOK
・審査基準は、準都市計画区域で指定
　している「建ぺい率」「容積率」とは別
　に定め、宿泊収容人数やセットバック
　を厳しくとるなど低密度で高質なリゾ
　ート空間へ

懸念 ・床面積1,000㎡以下に対し、建蔽率・
　容積率の制限を取りやめる
・建物内に飲食店などの複合用途も同基準
　を摘要。ただし、回遊性が考えられる観光
　Ⅲ地区では、建築基準法上、用途を明確に
　区分できる場合には、建蔽率、容積率、床
　面積について、宿泊施設に係る分に限定し
　て算出する。　【P10】
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これまでの整理事項と本日の提示内容（一覧）
区  分 前回部会（R4.2）を踏まえた今回の資料提示 備考（前回第11回部会（R4.8）までのルール案の概要）

準都市計画区域の範囲 修正なし 国道５号周辺の字高砂・字比羅夫・字峠下等の地域に拡大

景観地区/特定用途制限地域の地区区分
字名変更により 山田Ⅰ地区 → ニセコひらふＡ地区
        山田Ⅱ地区 → ニセコひらふＢ地区
その他、修正なし 

景観地区１７地区、特定用途制限地域６地域。前回、ワイスス
キー場北側区域の拡大提示

形
態
制
限

建ぺい率 修正なし 従前のルールを維持

容積率 修正なし ほぼ従前のルールを維持（一部区域で300％→200％に強化）

斜線制限（道路・隣地） 修正なし 圧迫感軽減の観点から道路斜線制限強化（拠点型の一部を除く）

景
観
地
区

建
築
物

形態意匠 方向性までの提示であったため、ルール案の概要
を提示（P３～５）

外壁等の色の規制緩和（低明度を許容）と強化（紫系の彩度抑制）
外壁からの突出物の制限強化
ローワービレッジ地区における建築物内での駐車スペース確保
建築物に付属する設備機器等の設置位置の制限強化　

高さ
修正なし
 ※花園ビレッジ地区・ワイススキー場地区は景観審議
  会で審議中

ローワービレッジ地区の制限は現行13mのままとする
山田Ⅱ地区・東岩尾別地区の制限強化（→13m）
大沢川沿い地区の樺山保全地区編入による制限強化（→13m)
花園ビレッジ地区・ワイススキー場地区の高さ制限検討中

外壁後退距離 修正なし 保全型地区における道路後退距離の強化

最低敷地面積 修正なし ローワービレッジ地区、山田Ⅰ地区の強化
保全型地区は林地開発行為（別荘型）を参考に1,000㎡に強化

開
発
行
為

緑化率
方向性までの提示であったため、ルール案の概要
を提示（P６～９）

地域の状況に応じて植栽の率を設定（５～50％）

緑地率 開発に伴うオープンスペースの確保（開発区域の５％）

法面・擁壁の制限 盛土法面（1:1.8）切土法面（1:1.5）擁壁（直立2m、勾配5m）

特
定
用
途
制
限
地
域

ホテルまたは旅館 前回提示を基本として、ルール案の概要を提示
（P10,11）

維持型・保全型エリアの床面積制限案について、めざす土地
利用に合わせた修正案の提示

店舗 修正なし（P12） 維持型・保全型エリア床面積1,000㎡以下（観光Ⅲ地区を除く）

工場系 方向性までの提示であったため、ルール案の概要
を提示（P12～16）

アトリエ・工房、地場産の食品製造業を想定した立地の緩和

娯楽施設系 その他 スケート場などのリゾート地形成につながる施設の立地を緩和
2



建築物の形態意匠について①

●外観の色彩　
　　金属系サイディングでは、外壁色の基準よりもやや暗めの製品が多く流通しており、かつ景観色と言われる
　　「こげ茶（5YR2/1)」が使用できないなど、景観への影響が低い色の使用について課題がある。

＜見直しの概要＞
　　　　・鏡面仕上げのものは控える（外壁・屋根共通）
　　　　・使用の見られない紫（パープル）系の彩度を抑える（外壁・屋根共通）
　　　　・明度の下限を現在よりも低めに設定。ただし、無彩色（Ｎ）については、無機質な印象となるため、陰影に
　　　　　影響しにくい低い明度は他の色相よりも制限（外壁）【緩和】
　　　　・周囲に調和を図りやすいアイボリー色（YR,Y系）の使用を想定した見直し（外壁）【緩和】
　　　　・基準外のアクセントカラーは外壁面に使用されることを踏まえ、1/5未満の規定は、屋根面を除く各立面の面積とする。

区 分 色相 明度 彩度
R ６以下 ８以下
YR ６以下 ６以下
Y、GY、G、BG、B、 ４以下 ４以下
N ４以上7.5以下 －

屋根色

区 分 色相 明度 彩度
R ６以下 ８以下

YR ６以下 ６以下

Y、GY、G、BG、B、 ４以下 ４以下

PB、P、RP ４以下 ２以下

N ２以上7.5以下 －

屋根色
区 分 色相 明度 彩度

R ２以上８以下 ８以下

YR、Y ２以上８以下 ６以下

GY、G、BG、B ２以上６以下 ４以下

PB、P、RP ２以上６以下 ２以下

N ３以上7.5以下 －

外壁色

区 分 色相 明度 彩度
R ４以上  ８以下 ８以下

YR、Y ４以上7.5以下 ６以下

GY、G、BG、B、PB、P、RP ４以上  ８以下 ４以下

N ４以上7.5以下 －

外壁色

＜屋根＞ ＜外壁＞

赤は緩和
青は強化

赤は緩和
青は強化

景観色の案内サイン

現在は、外壁には使用できない色

例）北海鋼機(株)

汎用性のある金属系サイディング

周囲との調和に影響無いと考えられる色

※運用面での取扱い（案）
　１　彩度0.5以下は「無彩色（Ｎ）」とみなす
　２　意匠的な簾や開口率50％未満のルーバーは外壁とみなす
　３　ガレージのオーバースライダーは外壁の審査対象とする。
　４　外から容易に視認できない外壁は審査対象外とする。
　５　木質を塗装する場合、木の質感や経年変化などを考慮し、
　　　　彩度＋１程度を許容

※運用面での取扱い（案）
　１　彩度0.5以下は「無彩色（Ｎ）」とする
　２　明度２以下は彩度１以上とし、色相を出すこと。
　３　陸屋根においても、眺望景観の観点からルールを
　　　適用

景観地区施行（平成20年）から10年以上経過し、街なみ形成に係る課題を踏まえた見直しについて、倶知安町景観審議会に
諮り、見直し案を作成
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●外観の意匠（その１）

　　①　【新規】周囲の建物との調和において建築基準法に外壁後退距離の制限によるコントロール（セットバック）が
　　　　　　　　　　　困難な突出物（バルコニー、出窓など）への対応
　　　　＜概要＞
　　　　　　・バルコニー、出窓などの外壁からの突出について、隣地から１ｍ以上または「壁面の後退の制限」で規定する離れの1/2
　　　　　　　のいずれか大きい方を確保。

　　　　　　・庇または軒の出の長さは、外壁から２ｍ以内または「壁面の後退の制限」で規定する離れの1/2のいずれか小さい方。

　　②　【新規】周囲に圧迫感を与える建築物に付属する塀等への対応
　　　　＜概要＞
　　　　　　・高さ2ｍを上限とし、道路に対しては「壁面の後退の制限」で規定する離れの1/2以上、隣地に対しては１ｍ以上または
　　　　　　　「壁面の後退の制限」で規定する離れの1/2のいずれか大きい方を確保

　　③　【修正】周囲の街なみに影響を及ぼす建築物に附属する電気設備、機械（空調）設備及び貯蔵施設等の設置
　　　　　　　　　　　に関する規定の明確化
　　　　＜見直しの概要＞
　　　　　　・原則、当該建築物内または別棟に設置、もしくは地下に埋設する。ただし、通気性の確保等やむを得ない場合は地上また
　　　　　　　は屋上等への設置について、以下の条件を満たすこと。
　　　　　　　　　（１）地上の場合：設置する設備は道路からの視界に入らない位置に設置し、１ｍ以上または「壁面の後退の制限」で規定す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る離れの1/2以上の離れを確保。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　道路の視界に入る位置に設置する場合、当該建築物に寄せ、設置位置に使用している外壁と同色
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　または一体性を感じる色彩による塀等の目隠しを設置し、目隠しは「壁面の後退の制限」で規定す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る離れの1/2以上の離れを確保。
　　　　　　　　　（２）屋上の場合：外壁と同色または一体性のあるルーバー等により目隠し。設置する設備及びルーバー等の高さは４ｍを上限。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　屋上の床面積の１／８未満の範囲とし、道路側に配置しない。（センタービレッジ地区は最上階の屋
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上の設置を禁止。）

　　④　【修正】家庭用の灯油タンク、プロパン庫、エアコンの室外機等の実態に即した規定の整理
　　　　＜見直しの概要＞
　　　　　・道路からの視界に入らいない位置に配置するか、ルーバー等により道路から見えない対応。当該工作物またはルーバー
　　　　　　　等は道路及び隣地から50cm以上の離れを確保。

　　　　

建築物の形態意匠について②
景観地区施行（平成20年）から10年以上経過し、街なみ形成に係る課題を踏まえた見直しについて、倶知安町景観審議会に
諮り、見直し案を作成

外壁に該当しないと思われる突出物

道路から見えないよう目隠しをし、建物
と一体感ある好事例

外から丸見えの屋上設置の室外機
（現在は対応済み）
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●外観の意匠（その２）

　　⑤　【新規】屋上に設置する建築物の配置、工作物の意匠の明確化

　　　　＜概要＞
　　　　　　・昇降機等これらに類する建築物の屋上部分は、必要最小限の範囲とし、道路側には配置しない。
　　　　　　・高さ16ｍ（建築物周りの高低差が２ｍ以上ある場合は１８ｍ）を超える最上階は、道路側に対し十分な離れを確保し、圧迫感を抑えた意匠。
　　　　　　　　　※　センタービレッジ地区のみ。いわゆる「ペントハウス」部分の規定
　　　　　　・屋上の外周に設置する転落防止用の手すりは透過性、または開放性を有するものとし、高さ２ｍを上限とする。

　　⑥　【新規】容易に設置されやすいコンテナ系の簡易な建築物の設置位置の制限

　　　　＜概要＞
　　　　　　・保全地区は、国道、道道及び町道から視界に入らない位置に配置する。ただし、周囲との調和が図られる意匠とする場合
　　　　　　　はこの限りではない。
　　　　　　・その他エリアは周囲との調和が図られる意匠とする。ただし、以下の場合を除く　
　　　　　　　　　（１）建設等の工事現場事務所（可能な限り周囲の景観に配慮すること）
　　　　　　　　　（２）前号以外のもので、設置期間が６月以内のもの（冬季間は除く）

　　⑦　【新規】ゆとりある土地利用につなげるための建築物内の駐車スペース確保
　　　　　　　　　　　※　ローワービレッジ地区のみ。住宅・宿泊施設限定

　　　　　＜概要＞
　　　　　　・当該建築物内に『倶知安町建築物等に関する指導要綱』に定める駐車台数を当該建築物内を確保する。

　　　　

建築物の形態意匠について③
景観地区施行（平成20年）から10年以上経過し、街なみ形成に係る課題を踏まえた見直しについて、倶知安町景観審議会に
諮り、見直し案を作成

道路からセットバックが望まれる例

ビルドインタイプのガレージ●景観地区の地域がまたがる場合の取り扱いについて　例）センタービレッジ地区とローワービレッジ地区

　　　　　　　　　現行　敷地の過半に属する地域　　　　　　　　　　　今後　　それぞれ属する地域

　　　　　　　※街なみの連続性など、その地域の特性を踏まえた区域設定としていることを踏まえた見直し

　　＜参考＞　建築基準法で審査される以下の要素の取り扱い
　　　　　　　　　　　　・建ぺい率、容積率　　　　　　　　　　　　 ：　加重平均
　　　　　　　　　　　　・斜線制限　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　それぞれ属する地域
　　　　　　　　　　　　・高さ、セットバック、最低敷地面積：　敷地の過半に属する地域 5



開発行為の制限について（造成）

●造成による制限

①【新規】圧迫感を抑えた盛土及び切土の設置の制限及び形状

　＜概要＞
　　　・敷地内の高低差の解消以外の盛土は行わない。また、原則、接する道路面よりも高く盛らないこと。
　　　・仕上げは法面とするが、法面によっても高低差を解消できない場合には、擁壁を設置することができる。
　　　　　　（１）法面
　　　　　　　　　　以下の勾配を確保し、切土及び盛土の高さが５ｍ以上の場合は、高さ５ｍにつき幅１ｍ以上の小段を設けなければならな
　　　　　　　　い（保全型エリアは高さ５ｍにつき幅２ｍ以上の小段を設け、その小段内に樹木を植栽しなければならない）。また、
　　　　　　　　盛土及び切土の上端及び下端は、それぞれの敷地境界からの水平距離１ｍ以上を確保する。
　　　　　　　　　①盛土の場合　１：１．８以上とすること。
　　　　　　　　　②切土の場合　１：１．５以上とすること。
　　　　　（２）擁壁
　　　　　　　　２ｍを上限とする。以下の条件を満たす場合は、その限りではない。なお、擁壁の上端及び下端は、それぞれの敷地
　　　　　　　　境界からの水平距離１ｍ以上を確保する。　
　　　　　　　　　①５分以上の勾配を確保し、周囲の風景に配慮した表面処理を行うものは５ｍを上限。特に、道路からの視認性の
　　　　　　　　　　　高い場所に設置するものは緑化する。
　　　　　　　　　②ドライエリアや地下駐車場へのアプローチ、その他景観への影響が無い擁壁は対象から除く。ただし、地下駐車
　　　　　　　　　　　場へのアプローチについて、道路から容易に視認できる場合には、周囲の風景に配慮した表面処理を行うこと。

②【新規】周囲の景観に影響を及ぼす地上駐車場の配置の制限

　＜概要＞
　　　・建築物と併設している地上駐車場において、５台を超える場合は前面道路からの視界に入らいない位置とし、隣地の境
　　　　界に対し、植栽による視覚的な遮蔽を行うこと。敷地形状等やむをえず前面道路に配置する場合には、道路境界に対し
　　　　ても植栽により視覚的な遮蔽を行うこと。

③【新規】開発行為による無電柱化の整備

　＜概要＞
　　・3,000㎡以上の造成行為において、区域内は無電柱とする。
　　・無電柱化に伴う地上機器等の電気設備は道道及び町道からの視界に入らいない位置または、建築物内に収める等の対
　　　応とする。

周囲の街並み・自然環境と調和した造成行為とするため、建築行為に伴う外構も含めて条例により適切にコントロールする。
また、積極的に広場（オープンスペース）を確保し、緑化を促すことで高質なリゾート形成とする。
 ※ ルール検討にあたり、札幌市の「緑保全創出地域制度」「風致地区制度」を参考

札幌市「風致地区制度のしおり」より

https://www.precast-
takamisawa.com/produ
cts/slope/post-10.php

http://www.hakoken.jp/
jisseki/ryokuka.html

緑生擁壁の事例 箱型擁壁の花壇事例

植栽による修景
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①【新規】土石等の堆積にかかる景観への配慮

　＜概要＞
　　　・堆積は１：１．８以上とし、高さは５ｍ以下とすること。
　　　　ただし、前面道路より低い位置への堆積など周囲の景観への影響が小さいと判断できる場合はこの限りではない（高さ５ｍにつき幅１ｍ以上の小段を設けること）。
　　　・道路・隣地の境界に対し、堆積高に応じた離れを確保すること。また、原則、植栽により視覚的な遮蔽を行うこと。

②【新規】資材等の堆積にかかる景観への配慮

　＜概要＞
　　　平坦な土地に堆積し、高さは５ｍ以下とすること。道路・隣地の境界に対し、堆積高に応じた離れを確保すること。また、原則、植栽により視覚的な遮蔽を行うこと。

●広場等の確保

①【新規】広場等の確保

＜概要＞
　　開発区域及び建築敷地の５％以上の広場等を確保し、以下の行為に応じて設置する位置に配慮すること。　
　（１）宅地分譲による造成行為
  ・各区画から容易にアクセスできる広場とし、道路除雪の一時堆雪、災害時の避難場所の機能を確保すること。
　　　　　　（森林法開発行為地等による広場を設ける場合は、残置森林は広場面積の１／２以内とすること。）　
　　　　・土地の範囲を明確にし、原則１カ所とすること。やむを得ず2カ所以上配置する場合は、１カ所あたり５００㎡以上確保すること。
　　　　・緑地機能を損なう工作物を設置してはならない。
（２）ホテル等その他造成行為
　　　　・滞在者のための広場・庭園等とし、災害時の避難場所の機能を確保すること。（森林法開発行為地等による広場を設
　　　　　ける場合は、残置森林は広場面積の１／２以内とすること。）
　　　　・緑地機能を損なう工作物を設置してはならない。

※　建築行為に対する適用のオープンスペース確保の検討
　　　　・一時堆雪等の管理用を兼ね備えたオープンスペース（駐車スペース、車路、通路、樹木が密集している場所は含まな
　　　　　い）を前面道路側に確保すること。

開発行為の制限について（堆積物・オープンスペース）
周囲の街並み・自然環境と調和した造成行為とするため、建築行為に伴う外構も含めて条例により適切にコントロールする。
また、積極的に広場（オープンスペース）を確保し、緑化を促すことで高質なリゾート形成とする。
 ※ ルール検討にあたり、札幌市の「緑保全創出地域制度」「風致地区制度」を参考

●堆積物に係る制限
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建築敷地のオープンスペースの確保イメージ
（ローワービレッジ地区）



①【新規】高質なリゾート形成につながる緑化率・樹林地率の設定　

　　＜概要＞
　　　・敷地面積３３０㎡以上の建築行為について、農業施設を除き、緑化率及び樹林地率を確保
　　　　　緑化率　　　既存及び新たに植栽する樹木や芝等の植物等を緑化面積換算表の係数値により算出
　　　　　　　　　　　　　　した面積に基づいた緑化割合
　　　　　樹林地率　森林法の地域計画対象民有林の地域（以下、「森林地域」という。）において、現況及び
　　　　　　　　　　　　　　造成による樹林地の面積に基づいた緑化割合
　　　　　現況樹林地　100㎡あたり４本以上の樹木（５ｍ以上）が生育している区域
　　　　　造成樹林地　100㎡あたり３本以下の樹木の区域または造成によって皆伐した区域において、新たに１．５ｍ以
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上の樹木の植栽により、合計で10本以上とする区域。

周囲の街並み・自然環境と調和した造成行為とするため、建築行為に伴う外構も含めて条例により適切にコントロールする。
また、積極的に広場（オープンスペース）を確保し、緑化を促すことで高質なリゾート形成とする。
 ※ ルール検討にあたり、札幌市の「緑保全創出地域制度」「風致地区制度」を参考

●緑化の推進

（１）緑化率　　

緑化面積　÷　敷地面積×100
　　＜重点配置＞
　　　・既存樹木を残置又は移植する場合は、面積の２倍。
　　　・保全型エリアで敷地面積1,000㎡超は、敷地周囲の境界線から10ｍの幅の範囲において、
　　　　面積の1.2倍。
　　　・その他のエリアは道路の前面に設ける場合は、奥行きの長さの３０％までの範囲において、面
　　　　積の２倍。（センタービレッジ地区では樹木のみ面積の３倍）
　　　・緑化率１０％以下の地域は、道路からの背面にあたる位置に設ける緑化施設は面積に不算入。
　　　・石畳は、緑化範囲の80％を上限とし、前面道路に対し、緑化が見えるよう配置を工夫する。　

緑化面積換算表

（２）樹林地率　　

（現況樹林地の水平投影面積+造成樹林地の水平投影面積）　÷　敷地面積　×　100
　　＜重点配置＞
　　　・境界線から10ｍの幅の範囲において、面積の1.2倍。
　　　・建物の外周から１ｍ以上の離隔を取ること。

②【新規】森林環境を生かした樹木の伐採　　

　＜概要＞　
　　　・森林法の地域計画対象民有林の範囲（「森林地域」という。）において、森林施業を伴う場合を除き、伐採面積は７０％を超えてはならない。　
　　　・道路に面する部分は出入口などの最小限の伐採に留め、周囲の自然環境や風景に影響を与えないよう残置森林を配置しなければならない。

開発行為の制限について（緑化）

区分 緑化率 樹林地率 備考

拠点型エリア① 10％ 30% センタービレッジ、花園ビレッジⅠ

拠点型エリア② 30％ 50％ 花園ビレッジⅡ、ワイススキー場

低層型エリア 10％ 30%

維持型エリア 15％ 30%

保全型エリア 50% 50％

区分 摘要 換算面積 備考

高木A １本につき ２５㎡ 高さ１０ｍ以上

高木B １本につき １０㎡ 高さ６ｍ以上１０ｍ未満

高木C １本につき ８㎡ 高さ４ｍ以上６ｍ未満

中木 １本につき ５㎡ 高さ２ｍ以上４ｍ未満

低木 １本につき １㎡ 高さ２ｍ未満

芝生 面積１㎡につき ０．８㎡

緑化ブロック 面積１㎡につき ０．４㎡ 緑化面積３０%以上確保

花壇 面積１㎡につき ０．４㎡

庭石類 面積１㎡につき ０．２㎡

池その他 面積１㎡につき ０．２㎡

石畳 面積１㎡につき 0.2㎡ インターロッキング、レンガ、天然石等
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開発行為の制限について（緑化）

緑化率のシミュレーション（ローワービレッジ地区）

■保全型(岩尾別)シミュレーション樹林地率50%

項目 面積 単位
換算面積

（境界から10ｍ幅

の範囲内1.2倍）
面積 単位 備考

現況樹林地+造
成樹林地

546.8 ㎡ 1.2 656.2 ㎡ 敷地面積1050㎡

合計 656.2 ㎡
樹林地率 62.5 %

■低層型（ローワービレッジ）シミュレーション①（芝と樹木）10%
自然的要素 数量 単位 換算面積 面積 単位 備考
高木C 1 本 16 16.0 ㎡
芝生 9.6 ㎡ 1.6 15.4 ㎡
石畳 69.4 ㎡ 0.4 27.8 ㎡

合計 59.1 ㎡
緑化率 17.7 %

敷地面積333.5㎡

緑化率のシミュレーション（保全エリア）
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■低層型(ローワービレッジ)シミュレーション②（芝+ILB）10%
自然的要素 数量 単位 換算面積 面積 単位 備考
芝生 29.6 ㎡ 1.6 47.4 ㎡
石畳 31.9 ㎡ 0.4 12.8 ㎡

合計 60.1 ㎡
緑化率 18.0 %

敷地面積333.5㎡

緑化率算定対象外



　　①適用除外の設定
　　　　目指すべき土地利用に適った計画に限り、延床面積10,000㎡（観光居住
　　　　地区は1,000㎡以下）を上限に「適用除外」による許可とする。

　　・「適用除外」のための審査基準を新たに設け、開発スプロールを抑えて自然環
　　　境との調和につながる「低密度、低層、収容人数の上限」等を規定。

　　・国内の低密度で質の高い宿泊施設の事例を参考に延べ床面積の上限、適用
　　　除外の基準を設定（P11参照）

　　・「観光Ⅲ地区」はスキー場に近く回遊性を高めるため、審査基準のうち、階高
　　　の制限、道路・隣地からの外壁後退距離の緩和。また、建築基準法上用途
　　　を明確に区分できる場合には、建蔽率、容積率、床面積について、宿泊施設に
　　　係る分に限定して算出（１Fは店舗、２F以上がホテルなどのケース）

（床面積1,000㎡以下）

・建ぺい率30％以下
　・容積率50％以下
・収容人員10名以下
・地上３階以下
・隣地からの外壁後退距離５ｍ以
　上確保

（床面積10,000㎡以下）
※観光居住地区は禁止

・建ぺい率30％以下
・容積率50％以下
・収容人員200名以下
　　（床面積×200/10,000を上限）
・地上３階以下（観光Ⅲ地区を除く）
　　※複合用途の場合も摘要
・道路・隣地から外壁後退距離
　30ｍ以上確保（観光Ⅲ地区を除く）
　　※複合用途の場合も摘要
・当該開発区域内に１施設のみ

 審査基準（案）
（床面積3,000㎡以下）
※観光居住地区は禁止

・建ぺい率30％以下　
・容積率50％以下
・収容人員50名以下
　　（床面積×50/3,000を上限）
・地上３階以下（観光Ⅲ地区を除く）
　　※複合用途の場合も摘要
・道路・隣地から外壁後退距離
　15ｍ以上確保（観光Ⅲ地区を除く）
　　※複合用途の場合も摘要
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景観地区名 特定用途制限地域 宿泊施設の制限の概要

拠
点
型

センタービレッジ地区
花園ビレッジⅠ地区
花園ビレッジⅡ地区
ワイススキー場地区

観光Ⅰ地区 制限なし

低
層
型

ニセコひらふ沿道地区
樺山沿道地区
ローワービレッジ地区

観光Ⅱ地区 制限なし

維
持
型

ニセコひらふＡ地区
ニセコひらふＢ地区
パビリオンズ地区

観光Ⅲ地区 原則「禁止」。適用除
外により10,000㎡ま
で可

羊蹄の里地区
カントリーリゾート地区
ノースヒルズ地区

観光居住地区 原則「禁止」。適用除
外により1,000㎡ま
で可

東岩尾別地区 市街地隣接地区 原則「禁止」。適用除
外により10,000㎡ま
で可保

全
型

双子山・西岩尾別・旭・花園保全地区
樺山保全地区
リゾートゲートウェイ地区

農地森林保全Ⅱ地区

【特定用途制限地域】宿泊施設（ホテルまたは旅館）について①

リゾート投資・開発先をスキー場周辺に促すとともに、スキ
ー場から離れたエリアは自然環境と調和したボリュームを抑
えたリゾート空間を形成するため、宿泊施設の立地をコント
ロールする。

●３段階による床面積の制限（対象：維持型・保全型エリア）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※観光居住地区は1,000㎡以下のみ

　　②審査基準
　　　　延べ床面積に応じて３段階の審査基準を設定

【審査フロー（イメージ）】

事前協議　開始

床1,000㎡以下 床3,000㎡以下 床10,000㎡以下

デザイン会議

地域説明会

特定用途制限適用除外申請／景観認定申請

確認申請

事前協議　終了



【特定用途制限地域】宿泊施設（ホテルまたは旅館）について②
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【特定用途制限地域】店舗・飲食店について

リゾートの賑わいに影響を与える商業施設の用途について、スキー場周辺の観光系用途は規模の大きな商業施設の立地を許容
し、スキー場から離れたエリアでは隠れ家のようなボリュームを抑えた小・中規模な施設とする。

区　分
観光Ⅰ
地区

観光Ⅱ
地区

観光Ⅲ
地区

市街地
隣接地区

観光居住
地区

農地森林
保全Ⅱ地区

店舗、飲食店その
他これらに類する
用途に供するもの
の床面積

〇 〇 〇 1,500㎡
以下

×
（原則禁止）

1,000㎡
以下

た
だ
し

令第130条の
5の2※に規定
されているもの

150㎡以下

自家用販売の
ための美術品
または工芸品
を制作するアト
リエまたは工房

床面積50
㎡以下
原動機
0.75kw以下

①観光Ⅲ地区　　　　　　　　　現行のルールと同じ
　　スキー場に比較的近くに位置し、未利用地も多くある状況を踏
　　まえ、回遊性を意識した規模の大きな施設の立地を許容する。
　　　　※　前回までは1,000㎡以下とする案を提示

②観光居住地区　　　　　　　一部緩和
　　居住系の土地利用が形成されているため、商業施設の立地は
　　住居に併設しているものを基本とする規模とする。なお、地域産
　　の農産物やなどの資源を活用した工房等の立地を許容するた
　　め、自家販売のための施設について、小規模なものを一部緩和
　　する。

③農地森林保全Ⅱ地区　　　強化
　　周辺環境に調和した保全地区となるため、大規模に集客を求
　　めず、ボリュームを抑えた隠れ家の雰囲気となる小・中規模の
　　施設とするため、大規模店舗立地法の届出要件以下となる
　　1,000㎡を上限とする。
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※ 建築基準法施行令第130条の５の２
 ① 日用品の販売を主たる目的とする店舗または食堂もしくは喫茶店
 ② 理髪店、美容院、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、貸本屋その他これ
  らに類するサービス業を営む店舗
 ③ 洋服店、畳屋、建具屋、自転車店、家庭電気器具店その他これらに類するサ
  ービス業を営む店舗
  ・作業場の床面積の合計が50㎡以内のもの
  ・原動機を使用する場合にあっては、その出力の合計が0.75KW以下のもの
 ④ 自家販売のために食品製造業を営むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他こ
  れらにるいするもの
  ・作業場の床面積の合計が50㎡以内のもの
  ・原動機を使用する場合にあっては、その出力の合計が0.75KW以下のもの
 ⑤ 学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類する施設



【特定用途制限地域】工場・危険物貯蔵施設について

地域産の農産物やなどの資源を活用した工房の立地を可
能とし、リゾートエリアの魅力・ブランド価値を育む。

●工場系

②アトリエ・工房　　　　　　　　緩和
　　良質な自然環境によって提供される多様なアクティビティ（ス
　　キーや自転車など）を提供するための製品や地域産の工芸品
　　などの制作・販売を想定

区　分
観光Ⅰ
地区

観光Ⅱ
地区

観光Ⅲ
地区

市街地
隣接地区

観光居住
地区

農地森林
保全Ⅱ地区

危険物の貯蔵又
は処理の用に供
するもの

商業地域欄
例）灯油
１０，０００ℓ

商業地域欄
例）灯油
１０，０００ℓ

商業地域欄
例）灯油
１０，０００ℓ

商業地域欄
例）灯油
１０，０００ℓ

準住居地域欄
例）灯油
５，０００ℓ

商業地域欄
例）灯油
１０，０００ℓ

た
だ
し

・農業の生産、
集荷、処理ま
たは貯蔵に供
するもの
・農業の生産
資材の貯蔵
に供するもの

○ ○

③食品製造業の工場　　　緩和
　　地域産の農産物等を加工・販売し、地域のブランド価値を高め
　　る工場の立地をしやすくする。

④農業に係る工場　　　　　一部緩和
　　農地が展開している地区に限定し、安定した農業経営を支え
　　るため

●危険物貯蔵施設系

区　分
観光Ⅰ
地区

観光Ⅱ
地区

観光Ⅲ
地区

市街地
隣接地区

観光居住
地区

農地森林
保全Ⅱ地区

原動機を使用す
る工場で作業場
の床面積の合計

50㎡以下 50㎡以下 50㎡以下 150㎡以下
×

（原則禁止）
150㎡以下

た
だ
し

美術品または
工芸品を制
作するための
工場

床面積
100㎡以下
原動機
１．５w以下

床面積
100㎡以下
原動機
１．５w以下

床面積
100㎡以下
原動機
１．５w以下

床面積
300㎡以下

床面積
50㎡以下
原動機
0.75kw以下

床面積
300㎡以下

パン屋、米屋、豆
腐屋、菓子屋その
他食品製造業を
営むもの

床面積
100㎡以下
原動機
１．５w以下

床面積
100㎡以下
原動機
１．５w以下

床面積
100㎡以下
原動機
１．５w以下

床面積
300㎡以下

床面積
50㎡以下
原動機
0.75kw以下

床面積
300㎡以下

農産物の生産、集
荷、処理又は貯蔵
に供するもの

○ ○

②農業に係る貯蔵施設　　　一部緩和
　　農地が展開している地区に限定し、安定した農業経営を支え
　　るため

①原則となる工場の作業場の床面積　　一部緩和
　　スキー場から離れ、リゾート環境への影響が低い地区
　　について、床面積を緩和（市街地隣接地区、農地森林
　　保全Ⅱ地区）

①原則となる貯蔵施設の量　　　各地区変更なし
　　農地が展開している地区に限定し、安定した農業経営を支え
　　るため

リゾート地形成に影響を与えない範囲での貯蔵量
とする。

13



【特定用途制限地域】娯楽施設について

滞在環境の向上につながるサービスコンテンツと
なる運動施設の立地を可能とする。

区　分
観光Ⅰ
地区

観光Ⅱ
地区

観光Ⅲ
地区

市街地
隣接地区

観光居住
地区

農地森林
保全Ⅱ地区

ボーリング場 × × × × × ×

スケート場 ○ ○ ○ ○ × ○

水泳場 ○ ○ ○ ○ × ○

スキー場 ○ ○ ○ 〇 × ○

ゴルフ練習場 × × × × × ×

バッティング練習場 × × × × × ×

●運動施設

①スケート場、水泳場の立地　　緩和
　　これまで禁止としていたが、滞在客が全天候型で楽しむこと
　　ができる施設をリゾートエリアに設けられるようにする。
　　　　※観光居住地区を除く

●遊技施設①

リゾートの質に影響を及ぼすため、立地を禁止す
る。（現行のルールと同じ）

区　分
観光Ⅰ
地区

観光Ⅱ
地区

観光Ⅲ
地区

市街地
隣接地区

観光居住
地区

農地森林
保全Ⅱ地区

マージャン屋、パチンコ
屋、射的場、勝馬投票券
発売所、場外車券場、場
外勝舟投票券発売所

× × × × × ×

●遊技施設②

区　分
観光Ⅰ
地区

観光Ⅱ
地区

観光Ⅲ
地区

市街地
隣接地区

観光居住
地区

農地森林
保全Ⅱ地区

カラオケボックス
その他これらに類
するもの

〇 △ △ × × ×

△・・・宿泊施設付属以外は×

●興行施設
区　分

観光Ⅰ
地区

観光Ⅱ
地区

観光Ⅲ
地区

市街地
隣接地区

観光居住
地区

農地森林
保全Ⅱ地区

劇場、映画館、演芸
場、または観覧場

〇 △ △ × × ×

△・・・宿泊施設付属以外は×

リゾートの質に影響を及ぼすため、集積が見込まれるエ
リアを除いて立地を制限（概ね現行のルールと同じ）

リゾートの質に影響を及ぼすため、集積が見込まれるエ
リアを除いて立地を制限（概ね現行のルールと同じ）

※風営法、建築基準法の改正により、風俗系施設だった「ナイトクラ
　　ブ」が照度10ルクス超に限り、この用途に含む。

※風営法、建築基準法の改正により、風俗系施設だった「ダンス
　　ホール」がこの用途に含む。
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【特定用途制限地域】風俗施設、その他建築物の用途

区　分
観光Ⅰ
地区

観光Ⅱ
地区

観光Ⅲ
地区

市街地
隣接地区

観光居住
地区

農地森林
保全Ⅱ地区

 キャバレー、料理店
その他これ らに類す
るもの

× × × × × ×

個室付浴場業に
係る公衆浴場そ
の他これに類する
令第１３０条の９の
２に規定するもの

× × × × × ×

●風俗施設

①キャバレー、料理店等　強化
　　風営法及び建築基準法の改正により、当該区分は接待を伴う施設等の
　　　風紀に影響するものに限定することとし、全ての地区で禁止する。
　　　※　これまで当該区分に該当していた「ナイトクラブ」は、照度10
　　　　　　ルクス超について「カラオケボックス等」へ移行、「ダンスホー
　　　　　　ル」は「劇場」等へ移行する。

②個室付浴場業等　　　　　　　各地区変更なし
　　現行ルールと同様、風紀に影響するため禁止

リゾートの質に影響を及ぼすため、立地を禁止す
る。（現行のルールと同じ）

●倉庫業を営む倉庫

●畜舎

区　分
観光Ⅰ
地区

観光Ⅱ
地区

観光Ⅲ
地区

市街地
隣接地区

観光居住
地区

農地森林
保全Ⅱ地区

倉庫業を営む倉庫 × × × × × ×
リゾートの質に影響を及ぼすため、立地を禁止す
る。（現行のルールと同じ）

区　分
観光Ⅰ
地区

観光Ⅱ
地区

観光Ⅲ
地区

市街地
隣接地区

観光居住
地区

農地森林
保全Ⅱ地区

畜舎 × × × 〇 × 〇
農地が展開している地区に限定し、安定した農業
経営を支える。

①　観光系地区　　強化
　　　15㎡以下を認めていたが、リゾートの質に影響を及ぼすため、
　　　　立地を禁止する。
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【特定用途制限地域】工作物について

区　分
観光Ⅰ
地区

観光Ⅱ
地区

観光Ⅲ
地区

市街地
隣接地区

観光居住
地区

農地森林
保全Ⅱ地区

鉱物、岩石、土砂、コン
クリート、アスファルト・コ
ンクリート、硫黄、金属、
ガラス、れんが、陶磁器、
骨又は貝殻の粉砕で
原動機を使用する用
途に供する工作物

× × × × × 〇

レディミクスコンクリート
の製造又はセメントの
袋詰で出力の合計が
2.5キロワットを超える
原動機を使用する用
途に供する工作物

× × × × × 〇

アスファルト、コールタ
ール、木タール、石油
蒸留産物又はその残
りかすを原料とする製
造に供する工作物

× × × × × ×

ウォーターシュート、コー
スターその他これらに類
する高架の遊戯施設

〇 × × × × ×

メリーゴーランド、観覧
車、オクトパス、飛行塔
その他これらに類する
回転運動をする遊戯
施設で原動機を使用
するもの

〇 × × × × ×

●工作物

リゾートの質に影響を及ぼすため、立地について
適正にコントロールする。

①製造系施設　　　　　　各地区変更なし
　　既存の施設の状況に配慮し、リゾートへの影響の小さな農地森
　　林保全Ⅱ地区のみ、立地を許容する。

②遊戯系施設　　　　　　新規
　　景観にも影響する高架の遊戯施設について、リゾート施設が集
　　積している地区を除き、禁止する。
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今後のスケジュール

〇　住民意見交換会の実施
　　リゾートエリアやその周辺の土地利用（用途・景観）について、来年秋頃に大きく変更することについて、現在検討している
　　内容について広く町民に伝え、ルール内容について意見交換する機会を設ける。

　　　　　令和４年１１月１１日（金）１３：３０～　中小企業センター　ホール
　　　　　令和４年１１月１１日（金）１７：３０～　倶知安町役場　　　２階会議室　※オンライン可
　　　　　令和４年１１月１４日（月）１７：３０～　倶知安町役場　　　２階会議室　※オンライン可

〇　第１３回景観地区部会　※最終回の予定
　　本日の委員からの意見、懇談会での意見の内容などを踏まえ、部会としての最終案を提示し、確認いただく。

　　　　　令和４年１２月上・中旬

〇　パブリックコメントの実施
　　準都市計画区域全域（拡大含む）のルール案について、広く意見を求めるためパブリックコメントを行う。
　　 倶知安町HPにより意見募集

　　　　　令和４年１２月下旬　～　令和５年１月下旬（約１カ月間）
　　　　　　※　事前に地権者等へハガキによる開催案内を行う。　

〇　地権者等への説明会
　　パブリックコメントを踏まえた調整後、ルール施行に向けた都市計画法の手続きのための説明会を行う

　　　　　令和５年４月頃
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